
職員一人ひとりがDXの必要性

と有用性を理解し、デジタル技

術を手段として積極的に活用で

きる

DX施策実行に至るまでの動機形成
・意識啓発から、施策の実行までが繋がることで、実行

されるDX施策数の拡大を図るため

職員のDXに対する意識啓発から実行に至るまでの動機形成をする

とともに、その実行を支援する。

■DX施策実行に向けた内発的動機付け

【DX研修】

→従来から取り組んでいるDXの必要性を啓発するための研修や庁

内報による意識啓発を継続して実施する。

■DX施策の実行に向けた外発的動機付け

【組織目標との連動】

　→対象課の年間組織目標に、DX計画のアクションプランに紐づ

く事業を1つ以上設定することとする。

【予算編成との連動】

　→DX推進課が、各課のDX関連事業の予算要求や、実行する事

業の検討を支援する。

・DXへの意識を醸成するため、研修や公演取組はすで

に実施している。

・一方で、各課でDX施策が実行されれている状態では

ない。

＜意識を醸成するための取組＞

・民間企業との協働により講演会及び技術体験会

・デジタル化推進員（約350名）向け説明会

・DXマガジン（庁内広報誌）による成功事例の共有

・意識醸成のための取組は、職員からの反応がよく、DXの必要性を理

解浸透させる、という点において一定の成果を挙げている。

・しかしながら、各課のアクションに繋がっていないということは、意

識醸成に留まらず、各課にとってDXの取組を進めることの優先順位を

高めるような仕掛けが必要である。

・現状、DXの取組は、各課の組織目標や予算事業に含まれていないた

め、業務上の優先順位は高くない。

・庁内の目標管理制度が、部局によって違うため、

各部局との合意形成に労力を要する。そのため、検

討部会や推進本部などの権限も活用しながら、理解

を得られるようにする。

・実施計画策定、予算編成要領への組み込みについ

ては企画調整課、財政課と調整を要す。

・既存の仕組みを理解・整理
ー

DX推進部局

（DX推進室）

職員が安心してDXに取組める

環境があり、組織全体にDXの

取組が浸透している。

相談内容の高度化と支援体制の強化
・各課が、業務の上流（業務の在り方・業務自体の要

否）から、抜本的に見直しを図る機会を増やす

システム導入に関する相談に留まらず、業務全体の設計の段階か

ら相談をもらうための働きかけと支援体制の強化

■業務の在り方を設計する段階で相談を寄せてもらうための取組

【事例等による相談してもらいたい内容の周知】

　→デジタル技術の導入段階の相談に留まらず、業務課題の整理

や事業の在り方を検討する業務の上流段階での相談を寄せてもら

うために、象徴的な相談事例を事例集にまとめて庁内に展開す

る。

■相談に対する支援体制を強化するための取組

【DX推進部局による伴走型の支援】

　→部局毎に担当者を配置し、伴走型の支援を展開する。

【外部専門人材の活用】

　→専門的な領域に対するアドバイスを高度化するために民間の

専門人材を登用する。

※計画本編作成段階で、各取組にキャッチコピーを設定する。

　本取組事項には、「システム導入の相談から、業務及びサービ

　スの在り方の相談へのシフト」と命名する。

・令和４年４月に「デジタル相談箱」を設置。現時点で

役60件の相談に対応（解決済み、継続、保留あり）

・DX推進室に民間専門人材を配置

・DX推進室に部局担当者を配置し、伴走型の支援を展

開

＜変えたい意識＞

・業務の上流段階は課内で検討した上で、その解決手法

となるデジタル技術についてのみDX推進室に相談する

ものだ、という意識

・DX推進室に相談したとしても解決できないだろう、

という期待の薄さ

・相談内容はほぼほぼ既存システムの不具合であったり、単なるシステ

ム導入に関するものである。

・そのことから、以下の可能性が考えられる。

　ア）業務の上流段階で相談すべきものと認識されていない

　イ）DX推進室に対する期待が小さい

　ウ）そもそも職員の改善意識が不足している

・伴走型の支援と称してはいるが、DX推進室各メンバーの能力にもそ

れぞれ違いや限界があることから、室員の能力向上も必要（支援する側

の能力向上）

・現DX推進部局の体制が恒常的なものであるとは

限らないため、継続した取組をどのように担保して

いけるのか。組織の優先度からして、一定程度波に

のったら、縮小していく可能性がある。

・そのことから、縮小も見据えた効率的な体制の構

築が必要となる。

相談箱に寄せられた60件の

相談内容の整理
ー

DX推進部局

（DX推進室）

業務の自動化促進

・人によって行われている定例的な入力や転記唐の作業

を自動化することで、職員の負担を軽減する。

・それにより生み出された時間をクリエイティブな発想

を要する業務に充てたり、人にしかできない政策形成の

時間に充てれるようにする。

既存の業務に対するBPRを実施することで、業務プロセスを簡略

化するとともに、AI－OCRやRPAを活用して業務ごとの負荷を

軽減する

【AIｰOCR、RPAの活用】

　→定例的な入力作業や転記作業唐をロボットにより自動化する

ことで作業負担を縮減し時間を生み出す。

　→導入を目的にするのではなく、そもそもの目的の確認、業務

フローの見直しといったBPRを徹底する。

・令和４年度に13事業程度を選定し、現在構築中。今

後も広げていく想定

・紙で受付、職員がExcel等に入力している。

・データ化した情報を手作業で他システムへ転記してい

る。

・AIｰOCRは人によるチェックも必要になるため、件数や内容によって

は、人手をかけた方がよい場合もあり。

・RPAはシステムとの相性あり。システム側のバージョンが変わるとシ

ナリオを作り直す必要あり。

・シナリオ作成が属人化しがち。（野良ＲＰＡ化）

・庁内のライセンス管理の手法の確立を要す。

・導入時には各課の担当職員に相当な負担がかかる。

・そもそもAI-OCRについては、情報がデータで取

得できればいいことと、RPAはデータが連携してい

れば必要ないことを踏まえると、同ツールは完全な

デジタル化までの繋ぎにしかならない。

・一方、完全なデジタル化は現実的に厳しいことも

あることから、そこに至るまでの代替措置というこ

とも理解したうえで、導入を推進していく必要あ

り。

・上記を踏まえると、システム間連携の取組や庁内

データ連携基盤の構築に向けた取組を追記する必要

あり？？

・AI-OCR、RPAを導入して

いる課の一元化
ー 全課対象

相談業務の効率化 利用者がいつでも求めている答えを得られる 検討中 検討中 検討中 検討中 検討中 ー 検討中

業務情報のデータベース化 すべてのデータの所在が1分以内に分かる 検討中 検討中 検討中 検討中 検討中 ー 検討中

コミュニケーションのオンライン化
感染症の流行等、庁舎に出入りできなくても滞りなく業

務が進む
検討中 検討中 検討中 検討中 検討中 ー 検討中
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「意識を変える」ための取組

「業務の仕方を変える」ための取組

デジタル技術を活用して、業務

の生産性を高めるとともに、事

務効率化によって生み出された

時間を更なる市民サービスの向

上に繋げる

①取組のビジョン ③取組の現状 ④ビジョン実現に向けた阻害要因 ⑤懸念事項 現状確認の要否
国動向との整合（要請）

実施根拠
目的 取組の方向性 取組により実現したいこと 取組事項 ②想定する実施事項

経

営



実施担当課①取組のビジョン ③取組の現状 ④ビジョン実現に向けた阻害要因 ⑤懸念事項 現状確認の要否
国動向との整合（要請）

実施根拠
目的 取組の方向性 取組により実現したいこと 取組事項 ②想定する実施事項

業務効率を最大化できる労働環境・

ルールの整備

・業務遂行上無用な場所の制約を撤廃することで、出張

中や新型コロナの外出制限期間中などにおける業務効率

の最大化を図る。

・テレワーク可能な環境を構築しておくことで、災害や

感染症発生など、有事の際のレジリエンスを向上させ

る。

組織ごとの業務特性に合わせて、最大効率を発揮できる労働環

境・制度を整備する。それと同時に、職員がその環境と制度を活

用するための能力を開発する。

■最大効率を発揮できる環境の整備

【効率向上のための新たな働き方モデルの開発】

　→従来、出張や育児等でやむを得ず業務に充てられなかった時

間を、テレワーク等を活用することで業務に充てられるようにす

る。

■新たな労働環境を活用するための新たなスキル装着

【管理職向け研修】

　→テレワーク環境下等、管理職の目が届かない場所で仕事をす

る部下の業務を、適切に管理するために、業務を分解して作業レ

ベルで仕事を依頼するための能力を装着する。

　→業務特性に応じて、最適な労働環境をデザインする能力を新

たに装着する。

・「在宅勤務実施要項」に基づき、試行的に実施してい

る。（あくまで在宅勤務のみ。サテライトオフィス、モ

バイルワークは含まれていない。）

・限られたライセンスでテレワークシステムを導入して

いる。

・紙を中心とした業務が多いため、テレワークできる業

務の範囲が狭い。そのため、テレワーク実施の必要生が

懐疑的。

■管理職のスキル視点での阻害要因

・管理職にとってテレワーク下の職員の労務管理が難しい。

・それは、管理職がタスクレベルまで業務を分解して、部下に要求す

る、という仕事の依頼の仕方が浸透していないため、作業の成果ではな

く、庁舎に出勤している姿を確認することで職員を評価してきたから。

■テレワークの必要性の薄さ

・人事課をはじめとして、テレワーク推進は、福利厚生の一環として認

識されているため、優先度が低く予算がつきづらい。

・一方で、現状維持を続けていても発展性がない。（テレワークを実施

することで得られたはずの便益を享受できない、新規採用に悪影響を及

ぼす）

（・そのため、「出張時」や「コロナの外出制限期間」の業務量確保を

主目的として、テレワークを推進することで、職員（特に管理職）に便

益を感じてもらうとともに、成功体験を積ませる。）

・人事課は育児や介護に限るなど、必要最低限で実

施したい意向あり。（働き方改革の意識は高くな

い）

・より、実施できる業務を広げるにはペーパレス

化、ハンコレスなど複合的な業務の見直しが不可欠

・実施に際して必要な以下の点も取り組んでいく必

要がある。

→セキュリティの確保

→ネットワークへの不正アクセス対策

→ サーバやパソコン端末からの情報漏洩対策

→コンピューターウィルスへの対応

→コミュニケーションの確保・充実化（メール、

チャットツール、 Web会議用）　など。

・テレワーク試行実施結報告

書確認（人事課作成）

・R4.9実施_一般職へのテレ

ワークアンケートの結果分析

（人事課実施）

・R4.実施予定_管理職への

テレワークアンケートの結果

分析（DX推進室実施）

・「デジタル社会の実現に向けた重点計

画」（2022 年６月７日閣議決定）抜粋

・自治体DX推進計画（総務省）

・地方公共団体におけるテレワーク推進

のための手引き（令和３年４月）

人事課、情報政策課、DX推進室

テレワーク実施課

業務効率向上に資するペーパレス化

の推進

・資料の検索性の向上、出張先でできる業務の制約撤廃

等により、職員の業務効率を向上させるため

従来紙で行っていた業務のデータ化を図るとともに、新たに紙の

資料が発生しづらい環境をつくることで、ペーパーレス化を進

め、業務効率の向上を図る

【データでの情報管理の推進】

　→業務で利用するデータは基本的に紙ではなく、データで管理

することで、外出先等でできる業務の幅を広げる。

【オフィス環境の整備】

　→紙の書類等を収納できるスペースを限定することで、紙の資

料が発生しづらい環境をつくる。

【電子決済の導入】

　→決裁者が出張中でも業務を遅滞なく進めるため、電子決裁シ

ステムを導入する。

・庁議、副部長会議でペーパレス会議を実施

・庁内Wifi環境やノートPC配布部署について、ペーパレ

ス会議を実施している。

・文書管理システムにより電子決裁を実施

■内部プロセス視点での阻害要因

・紙を中心とした業務が多く、テレワークできる業務の範囲が狭い

・それは、情報をデータ化して管理することに慣れておらず、情報の

データ管理が進んでいないため

・また、オフィスの設備（個人用キャビネット、ドッジファイル等）

や、会議ルール（対面会議、印刷必須）が紙で業務することを前提に設

計されていることで、各人が「紙の方が仕事が早い」と感じやすい環境

になっているため

・システムによっては（財務会計システム）では電

子決裁できない

・紙の方が効率的な場合もある。

・数あるペーパレス化のシーンのうち取り組みやす

い項目を示し（例、ペーパレス会議の促進など）、

重点的に取組を進めることで、まずはペーパレスに

なれるという仕掛けはしてはどうか。

電子決裁率の測定 ー 全課対象

住民サービスのデジタル化

＜住民視点＞

・サービス利用のハードルを下げることで、多くの住民

にサービスを行きわたらせるため

・人力では実現困難だったサービスを実現させるため

・紙や冊子などによるサービス提供に比べて、安価かつ

低負荷で多くの情報を得ることができる

＜職員視点＞

・各種手続の受付処理・管理における職員の業務効率を

向上させるため

・容易にデータの掛け合わせをできるようにすること

で、住民にとっての新たな価値を提供できるようにする

ため

a)住民向けサービスのインタフェースのデジタル化を図るととも

に、その手続の受理プロセスを、紙による手続を前提とした従来

のものから、デジタルによる手続を前提としたものに刷新する

b)従来、那覇市による公助や市民による共助だけでは、手が回ら

なかった新たな住民向けサービスを検討する

c)デジタル化された住民向けサービスから取得された利用者の

データや利用者のログをさらなるサービスの高度化に向けて利活

用する

【a.インターフェースのデジタル化】

　→以下サービスのインターフェースのアプリ・WEB化を想定

　例）SNSサービスを活用した相談システム、母子健康手帳アプ

リ、デジタル教材等

【b.新たな住民向けサービスの検討】

　→従来行政の介入が難しかった住民の生活における課題に対す

る対策を検討する

　例）児童見守りシステム、保育所入所AIマッチングシステム等

【c.サービスから得られたデータの利活用】

　→各種サービスをから得られるデータを他サービスに活用する

ことを前提に設計する。また、実際に得られたデータのさらなる

活用用途を検討する。

　例）母子健康手帳アプリ、医療健康アプリ等

検討中 検討中 検討中 検討中 ー 検討中

マイナンバーカードの普及活用

・利用者が生活向上に資するサービスを受けられやすく

なるための土台が整う

・公的個人認証による本人確認で民間サービスも利用で

きるようになるため

・公金口座受取がスムーズに受領できるため

市民の利便性を向上させるマイナンバーの利用用途を充実させる

【活用環境の整備】

・健康保険証としての利用、スマホ搭載、運転免許証としての利

用（R６）など、国が展開する施策も踏まえながら、マイナン

バーカードを用いた手続きのオンライン申請に対応できる環境を

拡充するなど利便性を活かせる環境を整備する。

・国が展開するマイナポイント推進事業の実施

・コンビニ交付時の公的個人認証

・推進部署の体制が整っていないこと。国の施策に対応するにとどまっ

ている。

・申請したマイナンバーカードを受取るために庁舎に行く必要がある

・15歳未満の市民は保護者同伴で庁舎に受取りに行く必要がある

・自治体独自の施策としてどこまで実施するか（デ

ジタル庁が進める取組に呼応するだけでも効果があ

ると想定する）運転免許証化など。

・国の施策とそれに呼応する

取組、自治体独自の施策につ

いて整理が必要

・「デジタル社会の実現に向けた重点計

画」（2022 年６月７日閣議決定）

・自治体DX推進計画（総務省）

DX推進部局

（DX推進室）

行政手続きのオンライン化

・利用者が楽に行政手続を行える

・「住民の利便性の向上」と「行政運営の簡素化・効率

化」に繋げる。

・利用者中心の行政サービス改革を徹底し、利用者から

見て一連のサービス全体が、「すぐ使えて」「簡単」で

「便利」であることを実現し、住民ひいては自治体もメ

リットを享受できる環境を整備する。

件数の多い手続を優先的にオンライン化する。

【手続オンライン化に資するシステムの導入】

　→「キャッシュレス決済システム」や「オンライン本人認証シ

ステム」「キャッシュレス手数料納付システム」「必要情報の入

力システム」等、手続のオンライン化に必要なシステムを導入す

る

　

【汎用的電子申請システムの導入】

　→ぴったりサービスの利用のほか、汎用的電子申請システムを

導入する。

【オンライン化に合わせた業務プロセスの再構築】

　→業務内容や業務プロセスを見直すBPR の取組みを実施。市が

独自に実施する手続も含めて、書面規制・押印・対面規制の見直

しに取り組む。

・「自治体DX 推進計画」に記載の「特に国民の利便性

向上に資する手続」とされた手続（介護、子育て等）に

ついては、令和４年度末を目指して、マイナポータルか

らマイナンバーカードを用いてオンライン手続を可能に

することで進めている。

・上記以外の手続きについては、オンライン申請システ

ム（Logoフォーム）を活用して、オンライン化に取り

組んでいる。

・すべての手続を一挙にオンライン化することは工数的に困難であるこ

と

・一部の利用者はシステムの使い方が分からず、オンライン化の意味が

ないこと

・各課任せとなっていて、方向性や手順が示されたものがない。

・キャッシュレスで料金を支払う仕組がないため、オンライン化できる

手続が限定されている。

・デジタル行政推進法の基本現原則をどのように進

めていくか。

①デジタルファースト、②ワンスPんりー、③コネ

クテッド・ワンストップ

・手続きの優先土をそのように設定するか（今年度

11月頃から全庁的な棚卸を実施する予定）

現状の手続きのオンライン化

数

・「デジタル社会の実現に向けた重点計

画」（令和4年6月７日閣議決定）

・デジタル手続法（令和元年法律第16

号）

・自治体DX推進計画（総務省）

・自治体の行政手続のオンライン化に係

る手順書【第1.1版】

全課対象

利

用

者

の

視

点

で

質

の

高

い

サ

ー

ビ

ス

を

創

出

で

き

る

活

力

あ

る

市

役

所

に

な

る
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職員が個々の能力を発揮できる

多様な働き方ができ、仕事にや
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便利さを実感できるための取組

生活を支えるサービスが充実し

ている

いつでもどこでも簡単にスマー

トフォン等で手続きを完結する

ことができる

＜那覇市側で想定するサービス＞

・SNSサービスを活用した相談システム

・母子健康手帳アプリ

・医療健康アプリ

・児童見守りシステム

・保育所入所AIマッチングシステム

・道路破損情報提供システム

・デジタル教材

・GISシステム

・健康管理アプリ

＜バランス・スコアカード策定時の留意事項＞

・「内部プロセスの視点」：ボーンデジタルでデータを取

扱う旨は明記したい。



実施担当課①取組のビジョン ③取組の現状 ④ビジョン実現に向けた阻害要因 ⑤懸念事項 現状確認の要否
国動向との整合（要請）

実施根拠
目的 取組の方向性 取組により実現したいこと 取組事項 ②想定する実施事項

施設・窓口のオンライン予約の整備 利用者が訪問不要で公共施設を予約できる 検討中 検討中 ・「市民」であることをオンライン上で証明することが難しい 検討中 ー 検討中

必要とする行政サービスをタイ

ムリーに受けられる

一人ひとりのニーズに合った情報・

行政サービスの提供

市民や来街者が自ら相談しなくても必要な情報を得られ

る
検討中 検討中 検討中 検討中 検討中 ー 検討中

情報発信（HP、LINE）の多様化

・手続きや届け出に必要な情報に簡単にアクセスするこ

とができるため。

・行政情報市民や来街者が負担なく（ストレスを抱える

ことなく）必要な情報を得られる。

市民がストレスなく得たい情報を得られる情報発信体制を整備す

る。

【公式HPの充実化】

・誰もが見やすく、必要な情報に簡単にたどり着けるホームペー

ジを整備する。

【情報発信プラットフォーム（LINE）の機能強化】

・既存の那覇市公式LINEの機能を強化する。

【SNSを活用した情報発信】

・Twitter、Instagram等の媒体を活用し、情報発信受信の選択し

を広げる。

検討中 検討中 検討中 検討中 ー 検討中

誰もがデジタル技術の恩恵を享受で

きる環境の整備

・高齢者がスマホ不要でデジタルの恩恵を享受できるよ

うにするため

・高齢者がスマホを使いこなすことで、より便利な生活

を遅れるようにするため

スマホの所有の有無に関わらず、誰もがデジタル技術の恩恵を享

受できる環境を整備する。

■スマホを持っていない市民に対する取組

【ITを活用した予約・検索代行サービスの立ち上げ】

　→調べものをしたい、機器はないがオンラインで予約したい

等、日常の困りごとを、電話や対面で相談・代行してもらえる窓

口の設置

【庁内への好事例展開】

　→DX推進室が、各課の好事例を取り上げ、その取組と汎用的に

使えるナレッジを全庁的に共有する。

　例）高齢者のコロナワクチン接種予約を親族に代行してもらう

ため受付開始日を休日に設定、、等

■スマホを使いこなせていない市民に対する取組

【民間事業者と連携した講習会の開催】

・スマートフォンを身近なデバイスとして利便性を体感できる講

習会を実施する。モバイル端末を所有していない方やオンライン

手続に苦手意識がある方へ、オンライン手続や相談ができる環境

づくりについて検討を進める。

■スマホを使いこなせていない市民に対する取組

・公民館等での各種講座の実施

・NTTドコモとの連携によるスマートフォン等活用口座

の実施

・スマホを持つ必要がない市民、経済的な事情等でスマホを持てない市

民は一定以上の割合存在するため、全市民がスマホを使いこなせるよう

にすることでデジタルデバイドが解消される、という前提の中で取組を

実施しても大きな効果は得られない。

・スマホ教室に訪れる市民は限定的であるとともに、1度教室を訪れた

だけで操作を修得できる市民も限定的であるため、スマホ教室だけでデ

ジタル技術を使いこなすようにするのは困難。

・どこまで設定するか。スマートフォンの使い方と

いった広く浅い内容にとどめるか、個々人の状況や

性質に応じた対策をうつのか、どのような対策を組

み合わせていくのか検討が必要

逆デジタルデバイドの考えも重要

誰が困っているか、取組に

よって誰が喜ぶかを明らかに

するために住民に対してヒア

リングする必要がある

ー 検討中

市役所の取組や、取組に至った

理由や根拠を知ることができる

EBPM（エビデンス・ベースト・ポ

リシー・メイキング）の促進
市民が政策に対して安心・信頼できるようになる

根拠に基づく政策形成（EBPM）を実践することによって、政策

の高度化を図るとともに、市民に対するアカウンタビリティの向

上を図る。

【エビデンスに基づく政策決定・評価】

　→政策立案の過程で取得したデータや既存のデータに基づいて

決定・評価を行っていく。

【データ人材の確保・育成】

　→データ分析のノウハウを有する人材を育成する。

【BIシステム導入の検討】

　→EBPM促進のツールとしてBIシステムの導入を検討する。

【パイロット事業の立ち上げ】

　→組織的にEBPMの実践プロセスと、EBPMを実践する上での阻

害要因を学習するために、パイロット事業を2～3つ立ち上げる。

　→パイロット事業の立ち上げに際しては、DX推進室が所管課に

対象事業を募るとともに、EBPMの実践を支援する。

【EBPM実践に必要な能力開発】

　→統計分析スキル、効果検証スキル等、EBPMの実践に必要な

能力を研修等を通して開発する。

【データ活用・EBPM推進相談窓口の設置】

　→所管課だけでEBPMにかかるプロセスすべてを引き受けるの

・EBPMの推進を全庁で一体的に推進する方向性を示し

たものはなく、それぞれの部署で個別に実施している。

（取組の詳細までは把握していない。）

・多くの政策は、立案時にその政策の成果と、政策との

因果関係を評価する仕組が用意されておらず、エビデン

スがない。

・取組を推進する方針がない。

・統計分析を担う人材が少ない。

・データを分析して政策を決定・評価する組織としての意識が低い。

・どのような業務が適しているのか、性質別に整理

された情報や事例があると進めやすい。
各課の取組状況の把握 ー 検討中

自ら地域の課題解決や地域づく

りに参加することができる

デジタルを活用した公民連携事業の

推進

・公共性が高い取組を実施しようとしている市民を那覇

市がデジタルの側面から実行を支援する、公共性の高い

取組の担い手となる市民を那覇市が募るなど、公民が連

携することで市民向けサービスを充実させるため。

市民向けサービスを充実させるため、公民連携をデジタルの側面

から支援する。

【開発コミュニティの組成】

　→行政、民間事業者、第三セクター等から組成される開発コ

ミュニティの設置

　→システム開発に関する相談や、民間のニーズ調査などの相談

事項を共有する場として設置する。想定するケースは以下。

　・那覇市側から相談事項を発信するケース

　・市民から寄せられた相談事項を那覇市が付議するケース

　・事業者側から那覇市に対して相談事項を持ち込むケース

【公民連携事業に対する支援】

　→市民からの公共性の高い事業等の立ち上げの相談に対してDX

の立場から支援をする。また、那覇市側から公民連携事業の担い

手になる市民を募集する。

　例）市民から寄せられた、「子供食堂を立ち上げたい」という

相談に対して、デジタル技術の視点から「フードシェアリングの

システムを導入して仕入れコストを下げるべき」、「子供食堂

マップの作成を技術コミュニティに付議する」等、事業化や事業

効率化に向けた助言・提案を実施する。

・市民団体等に対して、ニーズや困りごとをヒアリング

して、（デジタルに限らず）支援のあり方を検討してい

る。

・各所管課において重要視されている取組ではないものの、市民団体等

のニーズをヒアリングして、助成金などの申請方法を伝える等、市民が

実施したい公共性の高い取組を支援する活動は、庁内に定着している。

検討中 検討中 ー 検討中
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便利さを実感できるための取組

いつでもどこでも簡単にスマー

トフォン等で手続きを完結する

ことができる

安心・信頼できるための取組

必要とする行政情報をいつで

も・どこでも簡単に得られる

経営研にて仮説

構築



実施担当課①取組のビジョン ③取組の現状 ④ビジョン実現に向けた阻害要因 ⑤懸念事項 現状確認の要否
国動向との整合（要請）

実施根拠
目的 取組の方向性 取組により実現したいこと 取組事項 ②想定する実施事項

オープンデータの推進

・官民データ活用推進基本法（平成28年法律第103

号）における義務付けへの対応

・市民参加・官民協働の推進を通じた諸課題の解決、経

済活性化、行政の高度化・効率化

・行政に対する透明性・信頼性の向上

オープンデータの公開を推進する

【オープンデータ公開ページの整備】

　→利用者が容易にデータを取得できるようにするため、オープ

ンデータ公開ページの導線等を整備する。

【実用性のあるオープンデータ数の拡充】

　→各種団体からのニーズが大きいものを優先的にオープンデー

タ化する。

　→具体的には、以下のステップで取組を進める。

　　1．シビックテック団体や民間事業者等からのニーズ把握

　　2．ニーズを踏まえて重点的にオープンデータを推進する

　　　  分野を設定

　　3．データ加工及びサイトへの公開

【庁外で管理される公共性の高いデータのオープンデータ化】

　→那覇市以外の団体や民間事業者が保有する公共性の高いデー

タのオープンデータ化を推進・支援する。

・市公式HP上に20のデータを公開している。

・データを保有する各課へ公開を促している（不定期）

・オープンデータ公開の必要性を十分に共有できていない。

・データが何に活用されているか分からない。

・データの更新や二次利用のための加工に負担がかかる。

・どのように機運を高めていくか。

・他取組事項と比較して、優先度が低い印象も受け

るため取組を強化していいか。組織が疲労しない

か。

・これまでの取組の総括 ー

DX推進部局

（DX推進室）

全課対象

データ連携基盤のユースケース検討
・各種の行政サービス等をより高度かつ質の高いものに

変えていくためにデータを利用する

市民生活の質向上に資するデータ連携基盤のユースケースを検討

する

【データ連携基盤（都市OS）の導入に向けた検討】

→民間事業者との協力により官民が保有するデータを利活用し、

暮らしに必要となるサービスを提供するデジタル基盤（データ連

携、認証・決済など）のユースケースについて検討する。

・現状は取り組んでいない。 ・データ連携基盤を利用した有用なサービスがどのようなものである

か、誰も見いだせていないため。（≒先行事例や通説がない）

・取組を進めていくための人員を確保する必要があ

る。

・先進地事例の取得

・県内自治体の動向整理

・国の動向整理（公助の部

分）

ー

DX推進部局

（DX推進室）

全課対象
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官民が保有するデータを利活用

し、暮らしの質の向上に繋がる


